
広 告 遺言・相続・成年後見・離婚…等々、相談先が分からずにお困りの方、初回相談は何時間でも無料の地元
日高市のアイビー行政書士事務所へご相談ください。 ☎０４２－９８５－７５６６ （行政書士　田中諭）

　河川などの水質を保全するため、住宅の単独処理浄化槽またはくみ取り便槽を合併処理浄化槽に転換する場合、
その工事費用の一部を補助しています。
注意事項
〇補助金の申込書は、環境課で配布しています。受付日当日の記入も可能です。
〇補助金の交付決定通知前に工事を着工してしまうと、補助金を交付できなくなります。
〇実際の工事費用は、各家庭の条件（地形や配管等）により異なります。
〇転換において、道路側溝等の放流先がない場合は、高度処理型浄化槽を設置することで、地下浸透方式により

宅地内の処理が可能です。
補助金額　工事費と下表の金額のいずれか低い金額

問い合わせ　環境課生活環境担当

きれいな川を守ろう！
合併処理浄化槽転換補助金をご利用くださいお知らせ

受付日時
　４月18日（火）～21日（金）
　午前８時30分～午後５時15分
公開抽選日時
　５月９日（火）　午後１時30分から
受付場所・抽選場所
〇４月18日（火）～21日（金）：環境課窓口
〇５月 ９日（火）：市役所３階301会議室

転換補助
上限額

配管費
補助上限額

処分費
補助上限額 参考：平均工事費用 参考：自己負担額

 ５人槽 38万4,000円
20万円 ９万円

122万3,000円 54万9,000円
 ７人槽 46万2,000円 135万4,000円 60万2,000円
10人槽 58万5,000円 162万9,000円 75万4,000円

転換補助
上限額

配管費
補助上限額

処分費
補助上限額

 ５人槽 47万4,000円
20万円 ９万円 ７人槽 61万5,000円

10人槽 72万3,000円

◆通常型

◆高度処理型（地下浸透適合）

対象
市で指定する浄化槽処理促進区域内の専用住宅または併用住宅
において、10人槽以下の合併処理浄化槽への転換をする人

※一部対象外の地域があります。詳しくはお問い合わせください。
件数　20件
※全体で20件を超える申し込みがあった場合は、抽選となります。
申し込み　浄化槽転換補助金事前申込書を直接担当へ　

生ごみ処理容器等設置補助金は、
ゼロカーボン推進に対する取り組み
の一環として、令和５年度から法人
または個人事業主が市内の事業場所
に設置したものも交付対象となりま
す。

問い合わせ　環境課廃棄物対策担当

生ごみ処理容器等設置補助金の交付対象者を拡大しますお知らせ

交付対象となる生ごみ処理容器の種類と補助金額
個人も法人も、補助金額は同額です。

〇コンポスト・ＥＭ容器：購入費用の半額（１基当たりの上限3,000円）
※同一世帯・同一事業所につき５年間で２基まで
〇電気式生ごみ処理機：購入費用の半額（１基当たりの上限２万円）
※同一世帯・同一事業所につき５年間で１基まで

単独処理浄化槽から合併処理浄
化槽へ転換すると、排水の汚れ
を８分の１に低減できるよ
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広 告 高齢者向け宅配弁当 594円（税込み）～「宅配クック１
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」　☎０４２−９８４−２２２０

　市では、ゼロカーボンの推進と循環型社会の形成に向けて、民間のリサイクル事業者と提携し、家庭用インク
カートリッジの回収を行っています。

問い合わせ　環境課廃棄物対策担当

インクカートリッジの回収を始めましたお知らせ

インクカートリッジを回収することで得られるCO2削減の効果は？
インクカートリッジは焼却すると１個あたり約58gから110gのCO2が排出されます。

回収することにより、新たなリサイクルインクに生まれ変わり、CO2の発生を抑制す
ることができます。

回収対象
　家庭でお使いのインクカートリッジ
　（メーカーを問いません）
※リサイクルインクカートリッジや未使用品等も回収できます。
回収場所
〇市役所３階環境課窓口
〇小・中学校および義務教育学校

コンパクトシティの形成と、子育て世代の移住・定住の促進、さらに空き家等の解消を促進するため、子育て
世代が市内の一定区域に住宅を取得するための費用を補助します。

問い合わせ　都市計画課計画推進・企業誘致・住宅政策担当

子育てファミリーウエルカム補助金
子育て世代の住宅取得のための費用を補助しますお知らせ

補助対象となる主な要件
〇 取得する住宅に継続して５年以上居住し、地区の自治会へ
　の加入意思があること
〇 世帯主またはその配偶者が40歳未満で、15歳未満の子ど

もを扶養し同居していること（出産予定を含む）
〇 令和５年４月１日以降に工事請負契約または売買契約を行い、

令和６年３月31日（日）までに所有権移転登記および住民異
動が完了すること

〇 建築基準法その他関係法令の基準に適合した住宅で、補助
対象者が市内に初めて取得する住宅であること　など

住宅の所在地 空き家・空き地
バンクの登録 補助金額

土地区画整理事業
地区内

あり 60万円

なし 50万円

土地区画整理事業
地区外の居住誘導
区域内（※）

あり 35万円

なし 25万円

居住誘導区域外
（市街化調整区域等）

あり 10万円

なし 対象外

補助金額
　住宅の所在地により下表のとおり交付

※日高市立地適正化計画における区域で工業系用
途地域を除く市街化区域を指します。
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